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地 域 の 概 念
名|規制内容地 域 区 域

















































































































I ~imî*17L I 区曜理印整備状況全体!の( )間体
に占める比率
i面的整備済 12，357kAI 1，5921ai (67.5%) 既成市街地ド叫1-f:.J.:1E附阿 f ~1....U'#ft<mf 
(D. I.D) 1 1/整備中 1 263 I 224 (85. 1%) 
8，3001ai 1 さ Ir) ct")n |小計 12，620 11，816 (69.3%) 
面的整備済 I337 I 140 (43.3%)' 
新市街地 11/整備中 1 866 1 556 (64.2%) 
D. 1. D外|一一一一一一一一一一一一一一一一←
|小計 11，203 1 696 (57.9%) 
6，8001ai 1_一一一一」一一一一! 一一一一一































































年までに設計認可を受けた区画整理が， 202件， 10， 120ha 
にとどまったのに対して，都市計画区域内で市街地形成
を目的として行なわれた耕地整理は，同じく 1930年末で









市等を除けば同様であった(石田， 1960: 135~ 137 ;岩





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1973 b i日照確保の問題と自治体行政J !f日本の科学




































































1954 a I新都邑計画法の立案についてJ Ii'建築学会関
東支部研梗概集』第16回
1954 b I都邑計画基準の構成J Ii'建築学会関東支部研
梗概集』第16田
村松紀明
1978 I進行する小規模開発」都立大学都市計画研究
室(編)Ir都市計画と居住環境Jlpp. 141~158 
山口周三
1970 Ii'イギリスの都市計画』至誠堂
緑地地域研究会
1956 Ir緑地地域の設定基準に関する研究』
